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記 

昭
和
四
十
年
三
月
九
日
付
答
弁
書
は
、
昭
和
四
十
年
度
予
算
中
、
該
当
部
分
の
説
明
に
過
ぎ
ず
、
わ
が
国
エ
ネ

ル
ギ
ー
政
策
に
対
す
る
中
期
的
な
い
し
長
期
的
展
望
も
な
く
、
誠
に
不
満
で
あ
る
。
よ
つ
て
次
の
通
り
、
再
質
問

す
る
。 

一 

わ
が
国
の
石
油
業
界
は
、
国
際
的
な
活
動
力
と
企
業
規
模
を
有
す
る
国
際
資
本
の
影
響
下
に
あ
り
、
過
当
競

争
を
し
い
ら
れ
、
業
界
秩
序
の
維
持
が
困
難
視
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
事
態
に
対
処
す
る
た
め
、
必
要
に

し
て
十
分
な
国
家
資
本
の
活
用
を
は
か
り
、
国
内
石
油
会
社
を
し
て
、
石
油
の
生
産
か
ら
、
精
製
、
販
売
ま
で

の
全
段
階
に
わ
た
つ
て
、
将
来
、
国
際
的
に
も
活
躍
し
う
る
、
総
合
石
油
会
社
に
発
展
せ
し
め
る
よ
う
指
導
育

成
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
単
に
中
小
民
族
系
企
業
の
販
売
面
の
み
の
集
約
化
だ
け
で
は
、
余
り
に
も
消
極 

 

わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に
関
す
る
再
質
問
主
意
書 

三 

 



 

三 

三
月
九
日
付
の
答
弁
書
に
よ
れ
ば
、
抽
象
的
に
、
石
油
の
急
速
な
需
要
増
大
の
事
態
に
対
処
し
て
、
海
外
原

油
の
探
鉱
開
発
を
積
極
的
に
推
進
す
る
う
ん
ぬ
ん
と
あ
る
が
、
こ
れ
に
は
あ
く
ま
で
、
低
廉
に
し
て
安
定
し
た

原
油
供
給
を
行
な
う
こ
と
が
原
則
で
あ
り
、
こ
の
ほ
か
、 

等
が
考
え
ら
れ
、
こ
れ
ら
は
い
ず
れ
も
わ
が
国
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
確
立
に
と
つ
て
、
不
可
欠
の
要
素
と
思
わ 

二 

石
油
の
低
廉
か
つ
安
定
供
給
が
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
基
幹
で
あ
る
と
す
る
な
ら
ば
、
わ
が
国
の
原
油
供
給

源
の
ひ
ず
み
是
正
対
策
上
、
海
外
原
油
の
探
鉱
開
発
、
お
よ
び
国
内
の
石
油
、
天
然
ガ
ス
の
探
鉱
開
発
が
必
要
で

あ
る
と
思
う
が
、
こ
れ
ら
を
考
慮
に
い
れ
た
石
油
、
天
然
ガ
ス
供
給
計
画
を
、
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
か
。 

 
 

 

四 

的
で
は
な
い
か
。
政
府
の
所
見
を
伺
い
た
い
。 

政
府
の
基
本
方
針
を
伺
い
た
い
。 

経
済
協
力 

（1） 

輸
入
原
油
依
存
度
の
漸
減
と
外
貨
節
約 

 

（2） 
原
油
供
給
源
の
分
散
化 

（3） 

原
油
開
発
要
請
諸
国
へ
の 

 



 

れ
る
。 

四 

欧
米
諸
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
の
重
要
性
に
対
す
る
認
識
は
、
そ
の
積
極
的
な
石
油
政
策
と
な
つ
て
現
わ

れ
、
特
に
海
外
の
探
鉱
開
発
事
業
の
育
成
に
は
、
相
当
な
政
府
資
金
を
投
入
し
て
い
る
。 

従
つ
て
、
海
外
問
題
に
対
処
す
る
場
合
、
あ
く
ま
で
も
、
ば
あ
た
り
的
で
な
く
、
国
と
し
て
の
中
期
な
い
し
長

期
構
想
、
お
よ
び
そ
れ
に
基
づ
い
て
の
事
業
計
画
が
あ
つ
て
、
し
か
る
べ
き
で
あ
る
と
思
う
が
、
政
府
の
所
見
い

か
ん
。 す

な
わ
ち
、
欧
米
諸
国
に
お
い
て
は
、
海
外
原
油
の
探
鉱
開
発
の
た
め
、
そ
の
推
進
母
体
と
な
る
国
内
探
鉱

開
発
企
業
の
基
盤
強
化
に
、
大
い
に
努
力
を
払
つ
て
い
る
。
し
か
し
、
残
念
な
が
ら
、
わ
が
国
に
お
い
て
は
、

炭
主
油
従
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
中
で
策
定
さ
れ
た
昭
和
三
十
六
年
十
月
の
『
可
燃
性
天
然
ガ
ス
資
源
開
発
五
箇

年
計
画
お
よ
び
石
油
鉱
業
合
理
化
計
画
』
が
、
現
在
の
唯
一
の
石
油
ガ
ス
政
策
で
あ
り
、
国
策
と
し
て
は
、
は

な
は
だ
積
極
性
に
乏
し
い
。 

五 

 



 

 

六 

こ
れ
が
た
め
、
わ
が
国
の
推
進
母
体
で
あ
る
べ
き
産
油
業
が
、
年
々
衰
微
の
一
途
を
た
ど
り
つ
つ
あ
り
、
探

鉱
量
の
不
足
か
ら
、
新
地
域
の
発
見
も
な
く
、
ま
た
、
企
業
者
に
よ
る
探
鉱
に
も
、
お
の
ず
か
ら
限
界
が
あ 

り
、
前
掲
五
箇
年
計
画
の
生
産
量
を
は
る
か
に
下
回
つ
て
い
る
と
と
も
に
、
新
興
国
よ
り
の
探
鉱
開
発
依
頼 

 

も
、
辞
退
し
て
い
る
現
状
は
、
わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
と
つ
て
、
誠
に
憂
慮
に
た
え
な
い
。 

海
外
原
油
探
鉱
開
発
の
積
極
的
推
進
を
は
か
る
に
あ
た
つ
て
、
世
界
に
ほ
こ
り
う
る
、
わ
が
国
石
油
探
鉱
技

術
の
温
存
と
育
成
を
、
国
の
力
に
よ
つ
て
、
一
層
強
力
に
行
な
う
必
要
が
あ
る
と
思
う
が
、
政
府
の
所
見
い
か

ん
。 右

質
問
す
る
。 


